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１Ｊ０６ 

技術経営教育コア・カリキュラムの学習到達度評価システム 

 

 
○向山尚志（山口大学） 

 

 

 
１．専門職大学院におけるＭＯＴ教育の位置づけ 

近年、技術経営（ＭＯＴ）教育の重要性が我が国においても幅広く認識されるようになり、様々な大

学、大学院、その他の教育機関で実施されるようになっている。ただしそれらの学習内容や取り扱い科

目数（単位数）は多様であり、工学部や工学系大学院の教育カリキュラムの中に１ないし数科目のＭＯ

Ｔ関連科目を導入している程度のものから、専門職大学院として 2 年間で 40 単位程度を標準として行

われているものまで幅広く存在している。専門職大学院は主として社会人を対象とし高度専門職職業人

養成の目的で平成 15 年度に制度化され、法科大学院をはじめとして我が国全体では 200 近くの専門職

大学院があり、この中で経営（ＭＢＡ）およびＭＯＴのコースが 32 存在している。ただし実際にはＭ

ＢＡコースの中でＭＯＴを取り扱っているというところも見られるので，ＭＢＡとＭＯＴの専門職大学

院を厳密に区分することは困難である。 

 いずれにしてもＭＯＴ教育においては専門職大学院がこれらの中での中核として位置づけられるも

のであり、その充実を図ることは今後の我が国における産業競争力の維持強化につながるものとして極

めて重要性が高い。しかしながら我が国専門職大学院におけるＭＯＴ教育もそれぞれの大学院の成り立

ちの経緯や大学の事情によって教育内容が必ずしも標準化されているとは言い難い。そのため社会特に

産業界から見てＭＯＴ専門職大学院で学ぶことによりどのような知識・能力が身につくのかについて十

分な認識が得られていないのが現状ではないかと思われる。従って、我が国におけるＭＯＴ教育のさら

なる普及を図るためには、教育内容を社会に広く認知してもらえるような取り組みが必要であることは

論を待たないところである。 

 

２．ＭＯＴ協議会におけるコア・カリキュラムの検討 

 こうした背景から専門職大学院におけるＭＯＴ教育の中核的な内容を検討すべく立ち上げられたの

が、技術経営系専門職大学院協議会（ＭＯＴ協議会）における「コア・カリキュラム」開発のプロジェ

クトであった。これは平成 20～21 年度に文部科学省が公募した「専門職大学院等における高度専門職

業人養成教育推進プログラム」に、当時ＭＯＴ協議会の会長校を務めていた山口大学大学院技術経営研

究科が中心となり、協議会加盟の 10 大学が協力して応募し採択されて実施されることとなったもので

ある。これ以前にコア・カリキュラムは医学教育の分野で策定されており、文部科学省ではそれ以外の

様々な分野においてもコア・カリキュラムを策定して教育の標準化を推進することを狙っていた。 

 ＭＯＴ協議会の加盟大学は設立順に見ると、芝浦工業大学大学院工学マネジメント研究科 、早稲田

大学大学院商学研究科ビジネス専攻、九州大学経済学研究院ビジネススクール、東京理科大学大学院総

合科学技術経営研究科、東京工業大学大学院イノベーションマネジメント研究科、東京農工大学大学院

技術経営研究科、日本工業大学大学院技術経営研究科、山口大学大学院技術経営研究科、新潟大学大学

院技術経営研究科、長岡技術科学大学大学院技術経営研究科、の 10 大学である（その後、平成 22 年度

から関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科が加盟し現在では 11 大学）。 

 この場においてＭＯＴ教育のコア・カリキュラムを検討するため、山口大学大学院技術経営研究科の

久保元伸教授を委員長とし、各大学から 1名、さらに産業界からの意見を求めて財団法人製造科学技術

センターの協力により、電機、自動車、化学の業界から有識者 5名の参加を得てコア・カリキュラム開

発委員会が発足した。さらに海外のＭＯＴ教育についての情報収集を専門機関に委託しながら検討を進

めた。検討委員会は平成 20 年 10 月にスタートしてから 22 年 1 月まで、ほぼ毎月 1回のペースで 13 回

にわたって開催された。また、検討の途中で広く社会一般の意見を聞くために公開のシンポジウムを平

成 20 年 11 月、21 年 3 月、そして 21 年 11 月の 3回開催した。こうして大枠が固まってきたのに合わせ

て協議会のホームページ上にも公開しウェッブ上でのパブリックコメントも求めた。 
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検討委員会における議論では、前例にある医学教育のように資格試験を前提とした教育とは性質が異

なることから、標準化に馴染み難いという点、さらに各大学の独自性にかかわるところを巡って多くの

議論が出され、その結果当初目指していた小項目の詳細な内容にまでは踏み込まず大項目から中項目レ

ベルでの取りまとめとなった。 

このような経緯を経て平成 22 年 3 月に協議会としての最終的な結論が出され、その報告書は現在の

ウェッブ上にも掲載されている。さらにＭＯＴ教育の国際的な展開を視野に入れて英語版も作成、実際

に 22 年 3 月にはこれを基にして、中国、韓国、タイ、ベトナムの大学を招いて国際ワークショップを

開催している。なお、コア・カリキュラムの日本語版および英語版の全文については以下のウェッブペ

ージから参照可能としている。 

日本語：http://www.motjapan.org/core/Core_Curriculum_for_MOT_Education_j.pdf 

英語版：http://www.motjapan.org/core/Core_Curriculum_for_MOT_Education_e.pdf 

 

３．ＭＯＴ教育コア・カリキュラムの内容と構成 

 策定されたコア・カリキュラムは全体で 20 ページほどの分量の冊子で、その構成は、「作成の背景お

よび考え方」、それに本文からなっており、本文は，Ａ：基礎知識項目、Ｂ：中核知識大項目、Ｃ：総

合領域、に分けられる。それぞれの項目を示すと次のとおりである。 

Ａ：基礎知識項目 

基礎知識項目は全体として、「技術経営の基礎」と位置付けられ、概ねＭＢＡにおいても共通して取り

上げられる内容で以下の項目が含まれている。 

・ＭＯＴの概念的理解に関連する事項 

・技術と社会 

・企業戦略 

・組織・人材、企業倫理 

・ビジネスエコノミクス 

・マーケティング 

・会計・財務 

Ｂ：中核知識大項目 

中核知識大項目は、技術経営に特徴的な知識項目として位置づけられ、以下の項目が含まれる。 

・イノベーション・マネジメント 

・知的財産マネジメント 

・技術戦略と研究開発（Ｒ＆Ｄ）マネジメント 

・オペレーションズ・マネジメント 

Ｃ：総合領域 

総合領域の狙いは、専門職大学院におけるＭＯＴ教育が単に個別の知識やスキルを身につけることにと

どまらず、自ら課題を探索し

て技術と経営の複合的な視

点から社会や企業・組織が直

面する様々な課題に対して

解決を目指す創造的な取り

組みが求められることから、

将来直面する可能性のある

様々な実務的課題に対し創

造的な解決策を導くための

アプローチ方法を体得させ

ようとするものである。修士

論文に代替するものとして、

プロジェクト研究、特定課題

研究などの名称で呼ばれる

こともある。 

 「作成の背景および考え

方」にも述べられているよう
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に、これらにより構成されるコア・カリキュラムの中で、特に知識項目の取り扱いについては、示され

た大項目や中項目の名称は教育によって習得すべき内容の表示と理解を容易にするためのものであっ

て、それらが開講される科目名と一致していることを求めているものではない。つまり、１つの大・中

項目が複数の科目による教育で達成されてもよく、また大・中項目の順序にとらわれる必要はないし、

実施の形も講義に限定されず、演習、実習などの形態が適用されても良い。 

またコア・カリキュラムは学生が習得すべきミニマム・リクワイアメントであって、それ以外に各大

学の裁量による独自の教育内容が当然に存在する。その割合は、独自に行われる部分の方がコア・カリ

キュラムよりも多くなることにも何ら問題はないとされている。 

  

４．山口大学大学院技術経営研究科におけるコア・カリキュラムへの対応 

 先に述べたようにコア・カリキュラムは必修科目を示すものではないが、ＭＯＴ専門職大学院で学ぶ

すべての学習者が身につけるべき内容とされるので、場合によって特に知識項目についてはこれに沿っ

た科目の再編やカリキュラムの見直しが必要とされる。このため山口大学大学院技術経営研究科では平

成 24 年度の入学者に適用される教育プログラムからこれに対応すべく、現在新カリキュラムを準備し

ているところである。 

具体的には現在 6 科目ある基盤科目（必修）が、(1)新産業創出論、(2)知的財産権論、(3)プロジェ

クトマネジメント特論、(4)企業経営特論、(5)組織と人材マネジメント特論、(6)会計・財務特論、で

構成されているが、このうち、(1)の「新産業創出論」は科目名を「イノベーション・マネジメント」

に変更し、よりコア・カリキュラムに沿った内容とする。また(3)の「プロジェクトマネジメント特論」

は内容を大幅に見直して「オペレーションズ・マネジメント」に変更するほか、それ以外の科目でもコ

ア・カリキュラムの項目をカバーするように必要な内容の調整を行うこととしている。さらに基盤科目

だけでは対応しきれない分野があるので、現在は選択必修としている演習科目（4 科目のうち 3 科目以

上の履修が必要）を再編成して対応する。現在の演習科目は(1)プロジェクトマネジメント演習,(2) 知

的財産戦略演習,(3) 商品開発演習,(4)ビジネスプラン演習、の４つであるが、このうち(3)と(4)を統

合して「商品開発・ビジネスプラン演習」とし、3 科目のすべてを必修とすることとしている。これは

特に「ビジネスエコノミクス」の分野への対応を図るための措置である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．コア･カリキュラムに基づく到達度評価システムの開発 

 ＭＯＴ協議会におけるコア・カリキュラム開発も当初は医学教育のそれのように中項目の下に小項

目・細項目を設け、それぞれについて学習の到達度を評価する仕組みを構築するよう構想していた。し

かし多くの大学の意見を集約する中でそこまでの作業は断念せざるを得なかったため、山口大学でこれ

に代わる独自のシステム開発に着手している。 
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 このシステム開発の目的は、(1) ＭＯＴ教育コア・カリキュラムで示されるＭＯＴ修了者に必須の能

力にについて自己評価し、(2)自分の能力を数値化することにより、弱点を認識し自己成長する、とい

う点にある。学生はシステム上で自己診断を行い、提示されて知識項目に対して 5段階で自己評価の回

答を記入する。5つの段階は、最もよく理解できている場合が「5」で「事例を交えて説明できる」とい

うレベルであり、以下「3」は「概念を理解している」、「１」は「説明できない」とされ、「4」と「2」

はそれぞれの中間にあたる場合としている。これにより測定された結果は、レーダーチャートに記録さ

れ自分の強み・弱みを把握でき、その結果はシステム上に保存されていて本人がいつでも見ることが可

能である。それぞれの科目について授業開始前と授業終了後に測定を実施し、得点の変化をみることに

よって、学習の結果それぞれの力がどの程度身についたのかを再確認することができるようにするもの

である。なおこのシステムはあくまでも自己診断のためのものであり、個人の成績評価とは関係を持た

せないという点に留意する必要がある。 

 具体的に筆者が担当している「会計・財務特論」の分野について見ると、コア・カリキュラムでは「学

習の狙い」として、財務諸表の意味と仕組みを理解する、財務分析により他社比較ができる、企業価値

評価の方法を理解する、投資採算性の評価方法を理解する、の４つを掲げている。これに基づき、中項

目として(1)複式簿記、(2)財務諸表、(3)原価計算、(4)直接原価計算と全部原価計算、(5)損益分岐点

分析、（6)企業価値評価、(7)投資採算分析、(8)資金調達と資本コスト、(9)税務上の利益、の 9項目を

設けているが、それぞれについて 3～5 程度の細項目を設ける。ただしこれらの項目を見ても分かるよ

うに項目のくくり方の範囲にかなりの違いがある場合もあるので、例えば(2)の「財務諸表」の項目で

は、細項目が 8とかなり多く設定されており、具体的には次の 8項目である。 

・損益計算書の形式と各段階に示される利益について説明できる 

・収益、費用の計上基準について説明できる 

・減価償却の意味と計算方法（定額法、定率法）を説明できる 

・貸借対照表の形式と主な項目について説明できる 

・棚卸資産の主要な評価方法を説明できる 

・キャッシュフロー計算書の３つの分類を説明できる 

・損益計算書とキャッシュフロー計算書の違いを説明できる 

・フリー・キャッシュフローの意味を説明できる 

このようにして「会計・財務」の科目の合計では 35 の設問項目となっている。 

 

現時点では、試験的に「会計・財務」の分野で設問を挙げているが、今年度中には少なくとも基盤科

目 6 科目について設問を策定し 24 年度からのカリキュラムに合わせて入学者が自己診断をできるよう

開始したいと考えている。なお、コア・カリキュラム全体では「技術経営の基礎」において中項目が 39、

「中核知識大項目」においては 29、合計で 64 項目あるので、それぞれに対して 5 つ程度の設問が設け

られるとすれば全体では 300 前後の設問項目数になる。それだけの自己診断を入学時と科目学習終了後

に行うことは学生にとってある程度の負担を伴うことにはなるが、本システムによって自らの知識がど

のような分野において強み・弱みがあるのかを把握することが可能となるので、学習における能率向上

や重点事項の的確な判断を可能とするものである。 

 ただし科目や学習内容によっては設問の策定が難しい場合も考えられるので、ここに述べた目的を効

果的に達成できるようそれぞれの科目担当者が周到な準備をする必要があることは当然である。それに

よって社会・産業界から見て効果のわかりやすいＭＯＴ教育を行っていきたいと考えているところであ

る。 

 




